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（財）財務会計基準機構会員     

10．平成１６年２月期   個別財務諸表の概要         平成 16年 4月 14日 

上場会社名 株式会社 イ ズ ミ 上場取引所       東証・大証 
コード番号 ８２７３   本社所在地都道府県  広島県 
（ＵＲＬ http://www.izumi.co.jp） 
問合せ先 責任者役職名 取締役財務部長  
 氏        名 板東 博明 ＴＥＬ 082-264-3211 
決算取締役会開催日 平成16年 4月 14日 中間配当制度の有無 有 
定時株主総会開催日 平成16年 5月 27日   単元株制度採用の有無 有（ 1単元 100株） 
 
１．16年 2月期の業績（平成15年 3月 1日～平成16年 2月 29日） 
（１）経営成績                （百万円未満切捨） 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 
16年 2月期 332,264 (   3.4 ) 13,245 ( △ 0.7 ) 12,965 (    2.5 ) 
15年 2月期 321,305 (   3.5 ) 13,340 (   12.8 ) 12,648 (   16.1 ) 
 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利

益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

営業収益 
経常利益率 

 百万円      ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 
16年 2月期 7,097 (  26.3) 117  80 - 8.8 5.8 3.9 
15年 2月期 5,621 (  48.3) 92  33 91  38 7.4 5.8 3.9 

（注）①期中平均株式数    16年 2月期 60,057,363株      15年 2月期 60,879,887株 
      ②会計処理の方法の変更 無 
      ③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）配当状況 

 1株当たり年間配当金  配当金総額 配当性向 株主資本 
  中  間 期  末 （年   間）  配 当 率 

 円  銭  円  銭 百万円 ％ ％ 
16年 2月期 23  00   11  50   11  50 1,381 19.5 1.7 
15年 2月期 23  00   10  50   12  50 1,396 24.9 1.8 

（注） 16年 2月期末配当金の内訳：記念配当  0円 00銭、特別配当  0円 00銭 

（３）財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 
16年 2月期 230,509 83,277 36.1 1,386  77 
15年 2月期 218,473 77,334 35.4 1,287  34 

（注）①期末発行済株式数  16年 2月期  60,051,292株 15年 2月期  60,073,591株 
   ②期末自己株式数  16年 2月期   1,507,418株 15年 2月期   1,485,119株 

２．17年 2月期の業績予想（平成16年 3月 1日～平成17年 2月 28日） 

1株当たり年間配当金  
営業収益 経常利益 当期純利益 

中  間 期  末  
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭 
中 間 期 170,000 7,100 3,800 11  50 － － 
通 期 352,000 15,000 7,850 － 11  50 23  00 

（参考） 1株当たり予想当期純利益（通期）  130円 72銭 
※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によっ
て予想数値と異なる場合があります。なお、1株当たり予想当期純利益の計算においては役員賞与等を考慮しておりません。
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11．個 別 財 務 諸 表 等 

（１）貸 借 対 照 表       （単位：百万円未満切捨） 

  当     期 前     期 

 科   目 平成１６年２月期 平成１５年２月期 

  金  額 構成比 金  額 構成比 

増  減 
（△ は 減） 

 

（ 資  産  の 

部 ）      

Ⅰ.流 動 資 産  31,071 13.5% 28,139 12.9%  2,931 

現 金 及 び 預 金  3,884   5,902  △   2,018 

売 掛 金  2,626   2,415   210 

商 品  12,769   12,493   276 

貯 蔵 品  166   141   25 

前 払 費 用  381   768  △     387 

繰 延 税 金 資 産  1,250   919   330 

短 期 貸 付 金  5,599   3,382   2,216 

そ の 他  4,452   2,166   2,285 

貸 倒 引 当 金 △   59  △    50  △       8 

Ⅱ.固 定 資 産  199,438 86.5%  190,333 87.1% 9,104 

1.有 形 固 定 資 産  161,662 70.1%  150,299 68.8%  11,362 

建 物  82,363   76,807   5,555 

構 築 物  5,704   5,637   66 

機 械 及 び 装 置  1,436   1,376   60 

車 両 運 搬 具  11   13  △       2 

器 具 及 び 備 品  6,695   6,873  △     177 

土 地  62,891   57,991   4,900 

建 設 仮 勘 定  2,559   1,599   959 

2.無 形 固 定 資 産  6,845 3.0%  7,480 3.4% △     634 

借 地 権  3,335   3,350  △      14 

ソ フ ト ウ ェ ア  1,709   1,977  △     267 

そ の 他  1,800   2,152  △     352 

3.投 資 そ の 他 の 資 産  30,929 13.4%  32,552 14.9% △   1,622 

投 資 有 価 証 券  3,997  3,896  100 

関 係 会 社 株 式  2,055   1,853  202 

出 資 金 3   3  - 

関 係 会 社 出 資 金 523   523   - 

長 期 貸 付 金  2,475   2,493  △     17 

長 期 前 払 費 用  52   38   14 

繰 延 税 金 資 産  1,567   1,946  △    379 

差 入 敷 金  7,554   7,694  △    139 

差 入 保 証 金 12,166   12,861  △    695 

出 店 仮 勘 定  204   625  △    420 

そ の 他  846   1,086  △    239 

貸 倒 引 当 金 △   516  △     468  △     48 

 資 産 合 計  230,509 100.0%  218,473 100.0%  12,036 
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（単位：百万円未満切捨） 

  当     期 前     期 

 科   目 平成1６年２月期 平成1５年２月期 

  金  額 構成比 金  額 構成比 

増  減 
（△ は 減） 

 （負 債 の 部）        

Ⅰ. 流    動    負    債  53,336 23.1%  59,738 27.3% △   6,401 

 買 掛 金  13,972   12,279   1,693 
 短 期 借 入 金  1,000   8,050  △   7,050 
 １年内返済予定の長期借入金  14,837   15,893  △   1,055 
 １年内償還予定の社債  5,000   10,000  △   5,000 
 未 払 金  8,394   4,890   3,504 
 未 払 法 人 税 等  3,568   2,770   797 
 未 払 費 用  1,192   1,014   177 
 前 受 金  683   596   86 
 預 り 金  1,658   1,289   369 
 賞 与 引 当 金  1,174   1,237  △      62 
 ポ イ ント割引引当金  688   606   82 
 そ の 他  1,165   1,111   54 

Ⅱ. 固    定    負    債  93,895 40.7%  81,399 37.3%  12,495 

 社 債  5,000   10,000  △   5,000 
 長 期 借 入 金  69,282   53,998   15,284 
 退 職 給 付 引 当 金  3,381   3,241   140 
 役員退職慰労引当金  773   740   32 
 預 り 敷 金 ・ 保 証 金  15,151   13,361   1,789 
 そ の 他  306   57   249 

 負 債 合 計  147,232 63.9%  141,138 64.6%  6,094 

 （資 本 の 部）      

Ⅰ. 資 本 金  19,613 8.5%  19,613 9.0%  - 

Ⅱ. 資 本 剰 余 金  22,282 9.7%  22,282 10.2% - 

 資 本 準 備 金  22,282   22,282   - 

Ⅲ. 利 益 剰 余 金  43,213 18.7%  37,576 17.2%  5,636 

 利 益 準 備 金  2,094   2,094   - 
 特 別 償 却 準 備 金  100   100   0 
 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  353   368  △      14 
 別 途 積 立 金  32,896   28,696   4,200 
 当 期 未 処 分 利 益  7,767   6,316   1,451 

Ⅳ. その他有価証券評価差額金  535 0.2%  195 0.1%  339 

Ⅴ. 自 己 株 式 △   2,366 △1.0% △    2,332 △1.1% △      34 

 資 本 合 計  83,277 36.1%  77,334 35.4%  5,942 

 負 債 及 び 資 本 合 計  230,509 100.0%  218,473 100.0%  12,036 
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（２）損益計算書  

（単位：百万円未満切捨） 

当     期 前     期 

自 平成 15年 3月 1日 自 平成 14年 3月 1日 

至 平成 16年 2月 29日 至 平成 15年 2月 28日 

増     減 
（△ は 減） 

期  別 
 
科  目 

 構成比  構成比  前年比 

Ⅰ．売 上 高  320,494 100.0%  310,421 100.0%  10,073 103.2% 

Ⅱ．売 上 原 価  247,898 77.3%  238,206 76.7%  9,691  

売 上 総 利 益  72,596 22.7%  72,214 23.3%  381 100.5% 

Ⅲ．営 業 収 入  11,769 3.7%  10,884 3.5%  885  

営 業 総 利 益  84,365 26.3%  83,098 26.8%  1,266 101.5% 

Ⅳ．販売費及び一般管理費  71,119 22.2%  69,758 22.5%  1,361  

営 業 利 益  13,245 4.1%  13,340 4.3% △    94 99.3% 

Ⅴ．営 業 外 収 益  1,439 0.4%  1,431 0.5%  8 100.6% 

受 取 利 息及び配当金  299   272   27  

仕 入 割 引  465   461   3  

そ の 他  675   697  △    22  

Ⅵ．営 業 外 費 用  1,720 0.5%  2,123 0.7% △   402 81.0% 

支払利息及び社債利息  1,496   1,768  △   272  

そ の 他  224   355  △   130  

経 常 利 益  12,965 4.0%  12,648 4.1%  316 102.5% 

Ⅶ．特 別 利 益  210 0.1%  109 0.0%  101 192.5% 

投 資 有価証券売却益  209  42    166  

そ の 他  1  66  △    65  

Ⅷ．特 別 損 失  602 0.2%  2,820 0.9% △ 2,218 21.4% 

固定資産売却・除却損  429   518  △    89  
投資有価証券売却・評価

損  65   208  △   142  

子 会 社 整 理 損  16   1,044  △ 1,028  

ポイント割引引当金繰入額 －    499  △   499  

そ の 他  91   548  △   457  

税 引 前 当 期 純 利 益  12,573 3.9%  9,937 3.2%  2,636 126.5% 

法人税,住民税及び事業税  5,651   4,150   1,500  

法 人 税 等 調 整 額 △   174   166  △   340  

当 期 純 利 益  7,097 2.2%  5,621 1.8% 1,476 126.3% 

前 期 繰 越 利 益  1,361   1,341   19  

中 間 配 当 額  690   646   44  

当 期 未 処 分 利 益  7,767   6,316   1,451  
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重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券  償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券  

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法

によって処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 
 

 ２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 
 

 ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
商  品（店舗）  売価還元法による原価法 
  （流通センター） 最終仕入原価法による原価法 
貯蔵品   最終仕入原価法による原価法 
 

４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

ただし大規模な複合型ショッピングセンター（高松店及び久留米店）は定額

法。なお、平成10年 4月 1日以降取得の建物（建物附属設備を除く）は定額法。

また、当社の事業用借地権が設定されている借地上の建物については、当該契

約期間を耐用年数とする定額法。 

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、3年間で均等償

却する方法を採用しております。 

無形固定資産 定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 
 
５．引当金の計上基準 

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、賞与の支給見込額に基づき計上して

おります。 

ポイント割引引当金 将来のメンバーズカードのポイントの使用による売上値引に備えるた

め、過去の使用実績率に基づき将来使用されると見込まれる金額を計上し

ております。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年

金資産の見込額にもとづき、当期末において発生していると認められる額

を計上しております。 

また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（6 年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より定額法に

よる費用処理をすることとしております。 
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役員退職慰労引当金 役員の退職により支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末
要支給額を引当計上しております。 

なお、この役員退職慰労引当金は、商法施行規則第43条に規定する引当
金であります。 

 
６．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。 

 
７．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
８．重要なヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たして
いる場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処
理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段  ヘッジ対象 
  為替予約   外貨建予定取引 
  金利スワップ  借入金および社債 

③ ヘッジ方針 
通貨関連は輸入取引における為替変動リスクの軽減のために、金利関連は市場金利変動リス
クの回避と金利情勢の変化に対応し長期固定金利を実勢金利に合わせるために、利用しており
ます。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わないこととしております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ手段の指標金利及び為替相場と、ヘッジ対象の指標金利及び為替相場との変動等を
考慮して判断しております。 

 
９．消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
10. 1株当たり当期純利益 

当期より「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当
期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 
なお、当期において従来の方法により算出した場合の１株当たり当期純利益は118円 17銭となり
ます 
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[注   記] 

（貸借対照表関係）           （単位 百万円） 

 当  期 前  期 

１．有形固定資産の減価償却累計額 96,246 89,623 

２．保証債務 34,026 32,692 

３．当社が所有する自己株式 普通株式  1,507,418株 普通株式  1,485,119株 

４．株式の状況   

（１）授権株式数 普通株式 195,243,000株 普通株式 195,243,000株 

（２）発行済株式数 普通株式  61,558,710株 普通株式  61,558,710株 

５．担保資産及び担保付債務 担保提供資産 
土地        41,502 
建物          52,333 
投資有価証券  2,449 
計         96,285 

 
担保付債務 
短期借入金        -  
長期借入金    37,067 

  計          37,067 

 

担保提供資産 
土地        41,414 
建物          46,710 
投資有価証券  2,102 
計         90,227 

 
担保付債務 
短期借入金        56 
長期借入金    34,646 

  計          34,702 

 

 
（損益計算書関係）           （単位 百万円） 

 当  期 前  期 

１．売上高のうち商品供給販売高 16,735 9,615 
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（リース取引関係） 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額     （単位 百万円） 

 当    期 前   期 

 
取得価額 
相当額 

減価償却累計
額相当額 

期末残高 
相当額 

取得価額 
相当額 

減価償却累計
額相当額 

期末残高 
相当額 

機 械 及 び 装 置 3,102 2,000 1,101 3,305 1,838 1,466 

車 両 運 搬 具 23 2 20 14 14 0 

器 具 及 び 備 品 6,380 3,309 3,070 6,079 2,744 3,335 

ソ フ ト ウ ェ ア 81 55 25 176 120 55 

合    計 9,586 5,369 4,217 9,575 4,717 4,857 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額          （単位 百万円） 

 当   期 前  期 

1 年 内 1,356 1,305 

1 年 超 2,861 3,552 

合 計 4,217 4,857 

(注)取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法によって算定しております。 
 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額       （単位 百万円） 

 当   期 前  期 

支 払 リ ー ス 料 1,376 1,312 

減 価 償 却 費 相 当 額 1,376 1,312 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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（税効果会計関係） 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳              
（単位 百万円） 

 当  期 前  期 

繰延税金資産   

無形固定資産評価減 162 165 

投資有価証券評価損 94 390 

未払事業税 305 235 

貸倒引当金 228 208 

賞与引当金 432 351 

ポイント割引引当金 287 252 

退職給付引当金 1,175 1,003 

減価償却超過額 327 350 

役員退職慰労引当金 312 308 

その他        205        65 

繰延税金資産合計 3,531 3,333 

 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △   114 △    72 

固定資産圧縮積立金 △   235 △   252 

有価証券評価差額金 △   362   △   139 

その他          -  △     2 

繰延税金負債合計 △   713 △   466 

繰延税金資産の純額 2,818 2,866    

 

(2)  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

当期、前期ともに法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の百分の五以下であるため記載を省略しております。 

 

 
(3) 繰延税金資産及び繰延税金負債の税率変更に伴う修正額 

地方税法等の一部を改正する法律（平成15 年法律第9号）が平成15 年 3月 31 日に公布されたこ

とに伴い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成17 年 3月 1日以降解消が見込

まれるものに限る)には改正後の法定実効税率を用いております。なお、これによる影響は軽微であ

ります。 
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（３）比 較 利 益 処 分 案 

（単位：百万円） 

当     期 前     期  

科       目 自  平成 15年 3月 1 日 

至  平成 16年 2月 29日 

自  平成 14年 3月 1 日 

至  平成 15年 2月 28日 

 

増   減 

（△は減） 

Ⅰ. 当 期 未 処 分 利 益  7,767  6,316  1,451 

Ⅱ. 任 意 積 立 金 取 崩 額    
 

特 別 償 却 準 備 金  25 22  3 

固定資産圧縮積立金  13 14 △     1 

合 計  7,806 6,353  1,453 

Ⅲ. 利 益 処 分 額    
 

1. 配 当 金  690 750 △    60 

  

１株につき 

普通配当 11円 50銭 

１株につき 

普通配当 12円 50銭 

 

2. 取 締 役 賞 与 金  20 17  3 

3. 監 査 役 賞 与 金  1 1  0 

4. 任 意 積 立 金     

特別償却準備金積立  89 22  66 

別 途 積 立 金  5,630 4,200  1,430 

Ⅳ. 次 期 繰 越 利 益  1,374 1,361  13 

＊平成15年 10月 16日に 690,603,440円（１株につき11円 50銭）の中間配当を実施いたしました。期
末配当金11円 50銭とあわせて、当期の年間配当金は1株につき23円 00銭となります。 

 

12．役員の異動  

 

１）代表者の異動予定   

該当なし 

 

２）その他の役員の異動予定 

  退任   取締役  金子 崇史（取締役衣料品部長） 

新任  取締役  東光 弘 （常務執行役員開発本部長） 

 

３）非常勤監査役の異動予定 

退任  非常勤  金杉 芳治（税理士） 

新任  非常勤  通堂 泰幸（税理士） 

 


